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研究要旨  
日本腎臓学会はエビデンスに基づく CKD 診療ガイドラインを定期的に改訂し、CKD 診療における診療水準の向上
に務めている。また、かかりつけ医を対象とした「CKD 診療ガイド 2024」を作成し、CKD 診療の均霑化を図ってい
る。しかしながら、「CKD 診療ガイド 2024」がかかりつけ医に十分浸透している状況とは言えなかった。そこで、大阪
府内科医会とも連携し、CKD 患者の紹介基準や治療アルゴリズムなどを作成し、HP などからダウンロードできるよう
にし、CKD診療における診療水準の向上をはかった。 
また、わが国の CKD患者数は 2000万人と推定されており、このような CKD患者を腎臓専門医がすべてフォローす
ることができないことから、CKD 診療に関心の高いかかりつけ医を CKD 協力医として CKD 診療にあたっていただく
CKD協力医制度構築を検討した。 

Ａ．研究目的 
かりつけ医を対象とした「CKD 診療ガイド 2024」を

作成し、CKD 診療の均霑化を図っている。しかしなが
ら、「CKD 診療ガイド 2024」がかかりつけ医に十分浸
透している状況とは言えなかった。そこで、「CKD 診療
ガイド 2024」の内容をより広くかかりつけ医に浸透させ
ることを試みた。わが国の CKD 患者数は 2000 万人
と推定されており、このような CKD 患者を腎臓専門医
がすべてフォローすることができないことから、CKD 診療
に関心の高いかかりつけ医を CKD 協力医として CKD
診療にあたっていただくための制度設計が必要である。 

Ｂ．研究方法 
大阪府内科医会と連携し、かかりつけ医によるCKD

紹介フローおよび CKD治療フローを作成した。 
CKD 協力医制度について全国調査を行い、制度

設計を検討した。 

Ｃ．研究結果 
大阪府内科医会と連携し、下記のような、かかりつけ
医による CKD 紹介フローおよび CKD 治療フローを作
成した。また、大阪府内科医会のホームページから資
料をダウンロードできるようにし、かかりつけ医が診療中
にすぐに参照できるようにした。さらに全国の CKD 啓発
セミナー等で紹介することにより全国の CKD 診療の均
霑化を図った。
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また、CKD 協力医制度について全国アンケート調査を
行った。一部の県では同様の仕組みを構築していたが、
おおむねCKD協力医制度については肯定的であった。
そこで、日本腎臓病協会と連携し、CKD 診療に関す
る啓発の e-learning ビデオを視聴したかかりつけ医を
CKD 協力医として、その後定期的に CKD 啓発の講
演会や e-learning を視聴することにより継続すること
ができる仕組みを構築した。 
 
 
 
 
 

Ｄ．考察 
CKD 啓発セミナー等で紹介した際には大変好評で

あり、全国から利用したいとの問い合わせがあり、多くの
CKD協力医に利用されるようになると考えられる。 
 
Ｅ．結論 
作成した資料などを用いるとともに、CKD 協力医制度
の導入により CKD 診療の均霑化が進むことが期待さ
れる。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
なし 
２．学会発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録 
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